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貸 借 対 照 表 
（平成30年３月31日現在） 

    
株式会社ＪＡＬインフォテック                          （単位：千円)    

資 産 の 部 負 債 の 部  

科     目 金  額 科      目 金  額 

流動資産 [20,117,168]  流動負債 ［4,619,816] 

現金預金 230,988 買掛金 1,971,652 

売掛金 3,998,120 未払金 885,300 

リース投資資産 9,611 未払費用 272,439 

商品・製品・材料 12,567 未払法人税等 133,641 

仕掛品 56,959 未払消費税等 152,719 

預け金 15,164,004 前受金 453,673 

未収入金 88,104 預り金 94,748 

前払費用 272,463 賞与引当金 563,037 

繰延税金資産 285,000 品質保証引当金 92,603 

貸倒引当金 △ 651   

    

固定資産 [1,811,216] 固定負債 [3,175,170] 

有形固定資産 (134,570) 退職給付引当金 3,169,722 

建物 33,414 長期預り敷金 5,448 

工具器具備品 101,155   

    

無形固定資産 (124,284) 負 債 合 計 7,794,987 

電話加入権 727 純 資 産 の 部  

ソフトウエア 123,556 株主資本 [14,133,397] 

  資本金 (702,452) 

    

  資本剰余金 (1,055,176) 

投資その他の資産 (1,552,361) 資本準備金 1,055,176 

投資有価証券 29,000     

関係会社株式 15,561 利益剰余金 (12,375,768) 

会員権 2,247 利益準備金 84,000 

敷金・保証金 399,612 その他利益剰余金 12,291,768 

長期前払費用 98,567 別途積立金   1,882,016 

繰延税金資産 1,009,519 繰越利益剰余金 10,409,751 

その他投資 15,099   

貸倒引当金 △ 17,245   

  純 資 産 合 計 14,133,397 

資 産 合 計 21,928,384 負債・純資産合計 21,928,384 
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損 益 計 算 書 
自 平成29年４月１日 

至 平成30年３月31日 
    
株式会社ＪＡＬインフォテック                          (単位:千円) 

科   目 金  額 

売上高  22,769,878 

売上原価  18,163,343 

売上総利益  4,606,534 

販売費及び一般管理費  1,711,778 

営業利益  2,894,756 

営業外収益  30,477 

受取利息及び配当金 9,835  

雑収入 20,642  

営業外費用  205 

雑損失 205  

経常利益  2,925,028 

特別損失  14,229 

固定資産処分損 8,142  

関係会社清算損 6,087  

税引前当期純利益  2,910,798 

法人税、住民税及び事業税  940,634 

法人税等調整額  △40,764 

当期純利益   2,010,928 
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個別注記表 

 

１．記載金額の表示方法 

計算書類の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 

２．重要な会計方針 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

① 関連会社株式 移動平均法による原価法 

② その他有価証券  

  時価のないもの 移動平均法による原価法 

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法 

個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

(3) 固定資産の減価償却方法 

① 有形固定資産 定率法 

ただし、平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備については定額法を採用

しております。 

② 無形固定資産 定額法 

 なお、市場販売目的のソフトウエアについては見込販売数量に基づく償却額と残

存有効期間（３年以内）に基づく均等配分額のいずれか大きい額を計上し、自社

利用のソフトウエアについては社内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法を採用しております。 

(4) 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に基づ

き、貸倒懸念債権等については個別に債権の回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

② 品質保証引当金 客先納入後の瑕疵修補等の費用の支出に備えるため、個別案件毎に発生見込み額

を見積計上しております。 

③ 賞与引当金 従業員賞与の支払に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

④ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に

基づき計上しております。 

イ 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に

帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。 

ロ 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生

の翌事業年度から費用処理しております。 

 (5) 収益及び費用の計上基準 

① 受注制作のソフトウエア等に係る収益及び費用の計上基準 

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる案件については工事進行基準（進捗

率の見積りは原価比例法）を、その他の案件については工事完成基準を適用しております。 

② ファイナンス・リース取引に係る収益及び費用の計上基準 

リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。 
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(6) 消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

(7) 連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 

 

３．表示方法の変更 

当社では、品質保証引当金について、従来、「その他流動負債」に計上しておりましたが、重要性が増

してきたことから、当事業年度より、品質保証引当金として計上しております。 

 

４．貸借対照表関係 

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 886,448千円 

(2) 保証債務  

従業員の金融機関からの借入債務の保証 1,489千円 

(3) 関係会社に対する金銭債権債務  

短期金銭債権 18,197,293千円 

短期金銭債務 749,894千円 

 

５．損益計算書関係 

関係会社との取引高  

売上高 17,957,073千円 

仕入高等 226,242千円 

営業取引以外の取引高  

営業外収益 11,116千円 

特別損失 6,087千円 

 

６．株主資本等変動計算書関係 

(1) 発行済株式の総数に関する事項            （単位：株） 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式 1,219,050 ― ― 1,219,050 

(2) 剰余金の配当に関する事項 

① 配当金支払額 

決議 
株式の 

種類 

配当金の総額 

（千円） 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成29年６月29日 

定時株主総会 

普通 

株式 
1,486,021 1,219 

平成29年 

３月31日 

平成29年 

６月29日 

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

決議 
株式の 

種類 

配当の 

原資 

配当金の総額 

（千円） 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成30年６月29日 

定時株主総会 

普通 

株式 

利益 

剰余金 
1,205,640 989 

平成30年 

３月31日 

平成30年 

６月29日 

 

７．金融商品に関する注記 

(1) 金融商品の状況に関する事項 

① 金融商品に対する取組方針 

当社は、資金運用については、親会社である日本航空㈱のキャッシュマネージメントシステムを活用

し、また、資金調達については営業活動に基づく自己資金の充当による方針であります。デリバティブ

については、現在利用しておらず、投機的な取引は一切行いません。 
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② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、与信管理

規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を定期的に把

握する体制としております。 

営業債務である買掛金及び未払金は、すべてが１年以内の支払期日です。 

 

(2) 金融商品の時価等に関する事項 

当事業年度の決算日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については以下のとおりです。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません（（注２）参

照）。         （単位：千円） 

 

貸借対照表計上額 

（*） 

時価 

（*） 
差額 

① 現金預金 230,988 230,988 ― 

② 売掛金 3,998,120 3,998,120 ― 

③ 預け金 15,164,004 15,164,004 ― 

④ 買掛金 (1,971,652) (1,971,652) ― 

⑤ 未払金 (885,300) (885,300) ― 

 

(*)負債に計上されるものについては、（ ）で示しています。 

（注１）金融商品の時価の算定方法に関する事項 

(1) ①現金預金、②売掛金、並びに③預け金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ

っております。 

(2) ④買掛金、並びに⑤未払金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ

っております。 

（注２）非上場株式（貸借対照表計上額44,561千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フロ

ーを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、上表には含

めておりません。 

 

８．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳  

繰延税金資産  

退職給付引当金損金算入限度超過額   970,569 千円 

賞与引当金否認額 172,402 

未払費用否認額 78,258 

未払事業税 27,465 

評価損否認額 3,951 

ソフトウエア開発費 37,502 

貸倒引当金損金算入限度超過額 5,480 

その他 8,122 

繰延税金資産小計 1,303,751 

評価性引当額 △9,232 

繰延税金資産合計 1,294,519 
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９．関連当事者との取引に関する注記 

親会社及び法人主要株主等 

属性 会社等の名称 
議決権の所有 

(被所有)割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高 

（千円） 

親会社 日本航空㈱ 
被所有 

  直接100% 

業務請負 

役員、社員の

出向受入 

業務受託販売 
(*1) 

17,956,203 売掛金 2,955,286 

資金の預入  
(*2)(*3) 

15,088,742 
預け金 15,164,004 

利息の受取  
(*2) 

4,566 

（注１）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。 

（注２）取引条件及び取引条件の決定方針等 

(*1) 価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定してお

ります。 

(*2) 日本航空㈱のキャッシュマネージメントシステムにかかるものであり、利率は市場金利を勘案して合

理的に決定しております。なお、担保の受入及び差入はありません。 

(*3) 取引が反復的に行われるため、取引金額は期中平均残高を記載しております。 

 

10．１株当たり情報 

(1) １株当たり純資産額 11,593,77円 

(2) １株当たり当期純利益 1,649.58円 

 

 


